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新潟県・２０２７年度の高卒採用に関する企業の意識調査 
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２０２７年度の高卒採用について『予定あり』と回答した企業は２８．８％となり、３割弱が採用を

予定していた。規模が大きいほど採用予定のある企業の割合は高く、「大企業」は５５．１％に達

した。採用理由では「若手人材の確保」が９５．７％と突出して高く、地域の人材確保や人手不足

への対応も５割を超えた。応募者数や企業認知度の不足などが課題として挙がったが、求人企

業と学生の架け橋となる取り組みで、企業の高卒採用活動が円滑に進むことが期待される。 

 

 

株式会社帝国データバンク新潟支店は、新潟県３８４社を対象に、「高卒採用」に対するアンケート調査を実施した。  

※調査期間：２０２６年８月１８日～８月３１日（インターネット調査）  

※調査対象：新潟県３８４社、有効回答企業２３９社、回答率６２．２％ 
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採用理由は「若手人材の確保」が９割超で突出 

応募者数や企業認知度の不足などが課題 

 

３割弱が高卒採用を予定 
大企業では５割超 
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新潟県・２０２７年度の高卒採用に関する企業の意識調査 

高卒採用の予定「あり」は２８．８％、大企業では５割超 

自社における２０２７年度の高卒採用の予定について尋ねたところ、２０２６年と比べて、「増加する（見込

みを含む）」と回答した企業は６．７％、「変わらない（見込みを含む）」が１４．２％、「減少する（見込みを含

む）」が７．９％だった。これらを合わせた『予定あり』は２８．８％となり、３割弱が高卒者の採用を予定してい

た。 

一方、「予定なし」は５５．６％、「分からない」は１５．５％だった。 

 

高卒採用の予定  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採用予定のある企業を企業規模別にみると、『予定あり』は「大企業」で５５．１％となり、「中小企業」（２５．

３％）を２９．８ポイント上回った。また、「中小企業」のうち「小規模企業」は６．７％と１割未満にとどまり、規模

による格差がみられた。 

また、採用予定のある企業を業界別にみると、『建設』が５４．０％で最も高く、『製造』（３９．３％）、『サー

ビス』（２６．６％）が続いた。一方、『小売』（１７．３％）、『運輸・倉庫』（１６．７％）、『卸売』（１０．７％）は１割台

にとどまった。 

注1：『採用予定あり』は、「増加する（見込みを含む）」、「変わらない（見込みを含む）」、「減少する（見込みを含む）」の合計

注2：母数（有効回答企業）は、239社

注3：小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計は必ずしも100％とはならない

55.6％

予定なし

15.5％

分からない

6.7％増加する（見込みを含む）

14.2％変わらない（見込みを含む）

7.9％減少する（見込みを含む）

28.8％

予定あり
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新潟県・２０２７年度の高卒採用に関する企業の意識調査 

高卒者の採用予定『採用予定あり』  ～規模・業界別～  

 

 

採用理由は「若手人材の確保」が９割超で突出 

２０２７年度の高卒採用について『予定あり』と回答した企業６９社に採用理由を尋ねたところ、「若手人材

の確保」が９５．７％と９割を超え最も高かった。次いで、「地元・地域人材の確保」（５８．０％）、「人材不足の

解消」（５５．１％）が５割台で続いたほか、「将来の中核人材の確保」（４７．８％）なども５割に迫った。 

高卒者の採用理由（複数回答）  
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規模別 業界別

■ 増加する（見込み含む） ■ 変わらない（見込み含む） ■ 減少する（見込み含む） □ 採用予定あり

95.7％

58.0％

55.1％

47.8％

47.8％

27.5％

21.7％

18.8％

14.5％

14.5％

若手人材の確保

地元・地域人材の確保

人手不足の解消

将来の中核人材の確保

従業員の年齢構成の改善

大卒採用が難しい

多様な人材の確保

高卒者に適した業務・職種がある

高卒者の定着率が高い

高卒者の勤務実績が良い

注1：以下、「高校や教員との継続的な関係がある」(11.6％)、「採用・人件費の負担を抑えられる」(5.8％)、「採用競争が比較的少ない」(0％)、「その他」(1.4％)

注2：母数（有効回答企業）は、『採用予定あり』 の企業69社
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新潟県・２０２７年度の高卒採用に関する企業の意識調査 

応募者不足のほか、認知度不足や教育・育成も課題 

高卒採用で特に課題と感じていることを尋ねたところ、「応募者数の不足」が４７．７％と５割に迫り最も高

かった。また、「企業認知度の不足」が３１．０％で続いたほか、「高校・教員との関係構築」も１５．５％となっ

ており、高卒採用では高校生に対する自社の認知度向上や学校側との接点づくりなど、応募前に自社に対

する理解を促すことも課題となっている様子がうかがえる。 

さらに、「教育・育成の負担の大きさ」（２２．２％）や「早期離職」（１８．８％）なども上位となった。 

企業からは、「当業界は２１歳からでないと資格が取れない」（運輸・倉庫）などの声も聞かれ、年齢制限か

ら高校生の採用が困難となっているケースもあった。 

高卒採用に関する課題は、応募者の確保や自社の認知度向上にとどまらず、入社後の教育・育成や高校

側との関係構築など幅広いプロセスに及んでいることがうかがえる。 

高卒採用の課題（３つまでの複数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.7％

31.0％

22.2％

18.8％

15.5％

11.3％

10.9％

9.6％

9.6％

6.7％

応募者数の不足

企業認知度の不足

教育・育成の負担の大きさ

早期離職

高校・教員との関係構築

配属できる職種・業務が限られている

生徒に直接情報を提供する機会の確保

採用時期・採用方法の制約

採用担当者の不足

処遇・キャリア形成の設計

注1：以下、「保護者の理解獲得」(6.3％)、「採用活動の費用・負担の大きさ」(5.9％)、「内定辞退」(4.2％)、「その他」(5％)、「特に課題はない」(9.2％)

注2：母数（有効回答企業）は、239社
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新潟県・２０２７年度の高卒採用に関する企業の意識調査 

まとめ 

本調査の結果、新潟県で２０２７年度の高卒採用について『予定あり』と回答した企業は２８．８％となった。

３割弱の企業が高卒採用を予定しており、若手人材を確保するための重要な選択肢の一つとなっているこ

とがうかがえる。ただし、「大企業」では『採用予定あり』が５割を超えたのに対し、「小規模企業」では 1 割未

満にとどまるなど企業規模による差は大きい。 

注目すべき点としては、採用理由として「若手人材の確保」が突出しただけでなく、「将来の中核人材の確

保」も５割近くとなったことが挙げられる。企業は高卒採用を足元の人手不足への対応だけでなく、技能・技

術の承継や次世代の人材育成も含めた中長期的な人材戦略として位置づけていることがうかがえる。一方

で、応募者数や企業認知度の不足、教育・育成の負担、早期離職などが課題として挙がっており、高卒採用

では応募前の情報提供から入社後の育成・定着までを一連の取り組みとして捉えることが重要となろう。 

高卒者の応募・推薦に関しては、多くの地域で選考開始当初の応募先を１社に限る、いわゆる「一人一社

制」が採用されており、新潟県でも９月中までは一人一社、１０月以降は一人二社まで応募可能としている。

こうした高卒採用特有の仕組みを踏まえ、企業には、学生に応募先を決める前段階でどれだけ自社への理

解を深めてもらえるかが重要となろう。高校訪問や企業説明会、応募前の職場見学などを通じて、仕事内

容や労働条件だけでなく、職場環境、入社後の教育、身につけることができる技能、将来目指せる役割まで

具体的に伝えることが求められる。こうした情報提供などの働きかけは、企業認知度の向上に加え、学生が

入社前に抱くイメージと実態との隔たりを小さくするための一つの手段にもなり得る。 

新潟県では民間企業が高校の新規卒業者（新卒）専門の求人サイトを運営するなど、求人企業と求職者

である学生の架け橋となり得る取り組みを行っている。このような活動も寄与し、今後の新潟県の高卒採用

活動が企業側・学生側双方にとってより円滑に進むことが期待される。 

 

 

 

 

 

 中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。  

業界  大企業  中小企業（小規模企業含む）  小規模企業  

製造業その他の業界  
「資本金 3 億円を超える」かつ  

「従業員数 300 人を超える」  

「資本金 3 億円以下」または  

「従業員数 300 人以下」  
「従業員数 20 人以下」  

卸売業  
「資本金 1 億円を超える」かつ  

「従業員数 100 人を超える」  

「資本金 1 億円以下」または  

「従業員数 100 人以下」  
「従業員数 5 人以下」  

小売業  
「資本金 5 千万円を超える」かつ  

「従業員数 50 人を超える」  

「資本金 5 千万円以下」または  

「従業員数 50 人以下」  
「従業員数 5 人以下」  

サービス業  
「資本金 5 千万円を超える」かつ  

「従業員数 100 人を超える」  

「資本金 5 千万円以下」または  

「従業員数 100 人以下」  
「従業員数 5 人以下」  

 

 

企業規模区分 

 

 

注 1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位 3％の企業を大企業として区分  

注 2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位 50％の企業を中小企業として区分  

注 3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB 産業分類（1,359 業種）によるランキング  


